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2019年度 決算公告 

  

東京都新宿区西新宿 2-1-1新宿三井ビル  

アフラック生命保険株式会社 

代表取締役社長 古出 眞敏 

 

  

  

2019年度（2020年3月31日現在）貸借対照表

（単位：百万円）

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

113,501 11,148,083

預 貯 金 113,501 131,298

46,132 11,016,614

11,138,685 170

国 債 5,751,996 11,539

地 方 債 87,989 14,896

社 債 317,760 30,000

株 式 55,323 411,566

外 国 証 券 4,915,799 295,422

そ の 他 の 証 券 9,815 4,000

850,707 43,541

保 険 約 款 貸 付 25,828 6,311

一 般 貸 付 824,878 24,525

13,801 2,308

土 地 4,973 27,173

建 物 7,112 4,488

リ ー ス 資 産 756 786

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 958 1,859

13,781 879

ソ フ ト ウ ェ ア 7,023 269

リ ー ス 資 産 17 6,685

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 6,740 64,092

12,452 11,686,864

99,568

未 収 金 24,079

前 払 費 用 10,356 30,000

未 収 収 益 53,664 160,173

預 託 金 4,947 30,000

金 融 派 生 商 品 3,173 130,173

金 融 商 品 等 差 入 担 保 金 1,011 404,323

仮 払 金 926 404,323

そ の 他 の 資 産 1,407 繰 越 利 益 剰 余 金 404,323

101,098 594,497

△10,414 97,954

97,954

692,451

12,379,316 12,379,316

そ の 他 利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

　純資産の部　　合計

そ の 他 資 本 剰 余 金

繰 延 税 金 資 産 株 主 資 本 合 計

貸 倒 引 当 金 その他有価証券評 価差 額金

利 益 剰 余 金

そ の 他 資 産

（  純  資  産  の  部  ）
資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

無 形 固 定 資 産

退 職 給 付 引 当 金

価 格 変 動 準 備 金

再 保 険 貸 負債の部　 　  合計

仮 受 金

そ の 他 の 負 債

有 形 固 定 資 産 預 り 金

金 融 派 生 商 品

金 融 商 品 等 受 入 担 保 金

リ ー ス 債 務

資 産 除 去 債 務

債券貸借取 引受 入担 保金

借 入 金

貸 付 金 未 払 法 人 税 等

未 払 金

未 払 費 用

有 価 証 券 契 約 者 配 当 準 備 金

代 理 店 借

再 保 険 借

社 債

そ の 他 負 債

（   資   産   の   部   ） （   負   債   の   部   ）
現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

支 払 備 金

買 入 金 銭 債 権 責 任 準 備 金
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（貸借対照表の注記） 

 

1. 有価証券（現金及び預貯金・買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含む）の評価は、満期保

有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、「保険業における「責任準備金

対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会 業種別監査委員会

報告第 21号）に基づく責任準備金対応債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子

会社株式については原価法 、その他有価証券のうち時価のあるものについては、3月末日の市場価

格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）、それ以外の有価証券については移動平均法

による原価法によっています。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しています。 

 

2. 個人保険・個人年金保険に設定した小区分（責任準備金の残存年数や保険商品又はこれらの組み合

わせを用いる事により設定する）に対応した債券のうち、負債に応じたデュレーションのコントロ

ールを図る目的で保有するものについて、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面

の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会 業種別監査委員会報告第 21号）に基づき、

責任準備金対応債券に区分しています。 

 

3. デリバティブ取引の評価は、時価法によっています。 

 

4. 有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっています。 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、1998年 4月 1日以降に取得した建物（2016年 3月 31日以前に取得した

附属設備、構築物を除く）については定額法）を採用しています。 

 

(2) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。 

 

なお、取得価額が 10万円以上 20万円未満のものについては、3年間で均等償却を行っています。 

 

5. 外貨建資産・負債（子会社株式を除く）は、決算日の為替相場により円換算しています。なお、子

会社株式は、取得時の為替相場により円換算しています。 

 

6. 貸倒引当金は、資産自己査定に基づく償却・引当要領に則り、貸倒実績率に基づき算定した額及び

個別に見積もった回収不能額を計上しています。 

すべての資産は、資産自己査定規程に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立し

た資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っています。 

 

7. 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、計上しています。 
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退職給付債務並びに退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。 

 

退職給付見込額の期間帰属方法 期間定額基準 

数理計算上の差異の処理年数 10年 

過去勤務費用の処理年数 10年 

 

また、執行役員の退職給付に備えるため、役員規程に基づいた要支給額を退職給付引当金に含めて

計上しています。 

 

8. 価格変動準備金は、保険業法第 115条の規定に基づき算出した額を計上しています。 

 

9. ヘッジ会計の方法は次のとおりです。 

(1) ヘッジ会計の方法 

    ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10号）に従い、

時価ヘッジ処理を採用しています。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   為替予約、通貨オプション、外貨建担保金、金利スワップションをヘッジ手段とし、一

部の外貨建資産をヘッジ対象としています。 

(3) ヘッジ方針 

   資産運用に関する社内規程等に基づき、ヘッジ対象に係る為替リスク、金利リスクを一

定の範囲内でヘッジしています。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

   ヘッジの有効性の判定は、ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動を比較する比率分析によ

り行っています。 

 

10. 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。ただし、資産に係る控除対象外消

費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、前払費用に計上し 5年間で均等償却し、繰

延消費税等以外のものについては、発生年度に費用処理をしています。 

 

11. 責任準備金は、保険業法第 116条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については次の方式

により計算しています。 

(1) 標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定める方式（平成 8年大蔵省告示

第 48号） 

(2) 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

なお、平成 10年大蔵省告示第 231号及び平成 12年金融監督庁・大蔵省告示第 22号に基づき実施し

た第三分野保険のストレステスト及び負債十分性テストの結果を踏まえ、当期末において、第三分

野保険の一部の契約を対象として、保険料積立金 15,870 百万円を計上しています。  
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12. 無形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっています。 

(1) ソフトウェア 

利用可能期間に基づく定額法によっています。 

(2) リース資産 

リース期間に基づく定額法によっています。 

 

なお、取得価額が 10万円以上 20万円未満のものについては、3年間で均等償却を行っています。 

 

13. 未適用の会計基準等に関する事項は、次のとおりです。 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第 31号 2020年 3月 31日） 

(1)  概要 

当年度の財務諸表に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌年度の財務諸

表に重要な影響を及ぼすリスクがある項目における会計上の見積りの内容について、財

務諸表利用者の理解に資する情報を開示することを目的とするものです。 

(2)  適用予定日 

   2020年度末より適用予定です。 

 

「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第 24号 2020

年 3月 31日） 

(1)  概要 

    関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に、採用した会計処理の原則及び手続き

の概要を示すことを目的とするものです。 

(2)  適用予定日 

   2020年度末より適用予定です。 

 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30号 2019年 7月 4日） 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31号 2019年 7月 4日） 

「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 2019年 7月 4日） 

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（改正企業会計基準適用指針第 19号 2019年 7月 4

日） 

(1)  概要 

    国際的な会計基準の定めとの比較可能性を向上させるため、「時価の算定に関する会計

基準」及び「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（以下「時価算定会計基準等」

という。）が開発され、時価の算定方法に関するガイダンス等が定められました。時価

算定会計基準等は次の項目の時価に適用されます。 

・「金融商品に関する会計基準」における金融商品 

また「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」が改訂され、金融商品の時価のレベ

ルごとの内訳等の注記事項が定められました。 
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(2)  適用予定日 

   2021年度期首より適用予定です。 

(3)  当該会計基準の適用による影響 

     影響額は、現在評価中です。 

 

14. 金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項は以下のとおりです。 

    (1) 金融商品の状況に関する事項 

     ① 金融商品に対する取組方針 

     当社は、終身保障型、平準払いのがん保険や医療保険を主力商品としており、これら保

険商品の特性に見合ったポートフォリオを構築するべく、安全性の高い長期確定利付資

産を運用資産の中核と位置付け、投資活動を行っています。 

なお、デリバティブについては、リスクを低減するためのヘッジ目的の取引を除いて原則

禁止しており、投機目的では行わないこととしています。 

資金調達については、主として、資金調達手段の多様化を目的に、劣後債の発行による資

本市場からの資金の調達を行っています。 

 

     ② 金融商品の内容及びそのリスク 

当社の運用資産ポートフォリオは、円建ての長期確定利付資産（有価証券・貸付金）を

中心に構成されており、金利リスクや、発行体や債務者の信用リスク及びスプレッドリ

スク（クレジットスプレッドの変動により時価が下落するリスク）に晒されています。

また、外貨建の公社債や投資信託、利息のみ外貨建ての確定利付資産（有価証券・貸付

金）への投資も行っており、これらは為替リスクにも晒されています。デリバティブを

内包する金融商品を一部保有しており、それらは金利・為替リスクの他、第三者の信用

リスク、及び取引先の契約不履行に係る信用リスクに晒されています。 

なお、当社が保有する株式（信託で保有するものを含む）は運用資産全体の 1％未満で

あり、株価変動による運用資産ポートフォリオへの影響は殆どありません。 

デリバティブ取引については、外貨建資産の一部に関する為替リスクのヘッジ手段とし

て為替予約及び通貨オプションを、金利リスクのヘッジ手段として金利スワップション

を利用し、ヘッジ会計を適用しています。また、運用資産に係るキャッシュ・フロー変

動リスクを経済的にヘッジする目的で、金利スワップを利用しています。なお、ヘッジ

会計は適用しておりません。 

この他、当社では現金担保及び有価証券担保にて債券貸借取引を行っています。 

資金調達における借入金・社債は、予期せぬ資金の流出等により支払期日にその支払を

実行できなくなることや、通常より著しく高い金利で資金調達を余儀なくされることと

いった流動性リスクに晒されています。 

 

     ③ 金融商品に係るリスク管理体制 

     当社では、統合リスク管理を行うための基本的事項を定めた「統合リスク管理規程」及

び管理方法を定めた「統合リスク管理要領」に基づき、資産運用リスク量（市場関連リ

スク量、信用リスク量）にリスク量の枠（リスク枠）を設定し、バリュー・アット・リ
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スク（VaR）を用いて計量化したリスク量がリスク枠の範囲内に収まるようコントロール

しています。 
 

資産運用に係るリスクについては、リスク管理の状況を総合的に把握する「ＥＲＭ委員

会」のもとに設置された「資産運用リスク・ＡＬＭ部会」において、資産運用リスクの

主管部門より、市場関連リスク、信用リスク、流動性リスク等の月次モニタリング結果

の報告が行われています。また、資産運用に係るリスク管理の状況について、資産運用

リスク・ＡＬＭ部会長よりＥＲＭ委員会において定期的に報告されています。 
 

市場関連リスクについては、リスクを構成する要素である円金利リスク、外国金利リス

ク、為替リスク、株価変動リスク、スプレッドリスク毎に、バリュー・アット・リスク

（VaR）を用いたリスク量の測定、モニタリングを月次で行い、リスク枠の範囲内で適

切な資産配分を行っています。 
 

信用リスクについては、格付に基づく想定デフォルト率、格付遷移確率、回収率等を用

いてバリュー・アット・リスク（VaR）を測定し、信用リスク量としています。また、信

用状況に応じて与信先に対する投資限度額を定め、与信集中を管理・抑制したうえで、

保有資産の個別の信用状況についてモニタリング・分析・評価を行っています。 
 

流動性に関するリスクについては、金融市場の混乱による取引量の急減に起因する金融

資産の市場流動性低下に備えて、換金性の高い資産を一定額以上保有するとともに、資

金繰りリスクの顕在化を防止するため、一定水準以上の流動性の確保及び迅速な対応が

できるような体制を整備しています。 
 

      ④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

 

    (2) 金融商品の時価等に関する事項 

主な金融資産及び金融負債に係る貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には

含まれていません。 
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  資 産 
 

① 現金及び預貯金 

預貯金はすべて短期であり、時価は帳簿価額と近似していることから、帳簿価額を時価として

います。「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10号）に基づく有価証券として取

り扱うものについては、③有価証券と同様に評価しています。 

 

② 買入金銭債権 

買入金銭債権は、市場価格に基づいています。 

 

③ 有価証券 

有価証券は、市場価格があるものは市場価格に基づき、市場価格のないものは、以下のいずれ

かの方法により時価を算定しています。 

(単位：百万円）

貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金及び預貯金
　　①現金及び預貯金 111,511            111,511            －                  
 　  ②その他有価証券
　　　（譲渡性預金）

1,989              1,989              －                  

小計 113,501            113,501            －                  

(2)買入金銭債権
　　①その他有価証券 46,132             46,132             －                  

(3)有価証券
　　①満期保有目的の債券 3,185,642          3,881,315          695,673            
　　②責任準備金対応債券 3,739,995          4,165,914          425,918            
　　③その他有価証券 4,202,204          4,202,204          －                  
　　　　　貸倒引当金 △ 227             

小計 11,127,614         12,249,433         1,121,819          

(4)貸付金
　　①保険約款貸付 25,828             25,828             －                  
　　②一般貸付 824,878            877,434            52,555             
　　　　　貸倒引当金 △ 9,980           

小計 840,726            903,262            62,535             

(5)金融商品等差入担保金 1,011              1,011              －                  

資産計(*1) 12,128,987         13,313,342         1,184,355          

(1)社債 30,000             30,092             92                 

(2)借入金 4,000              4,000              －                  

(3)債券貸借取引受入担保金 295,422            295,422            －                  

(4)金融商品等受入担保金 4,488              4,488              －                  

負債計 333,911            334,003            92                 

デリバティブ取引(*2)
    ヘッジ会計が
    適用されていないもの (8,097) (8,097) －                  
    ヘッジ会計が 
　  適用されているもの (15,902) (15,902) －                  

デリバティブ取引計 (23,999) (23,999) －                  

(*1) 貸倒引当金を計上したものについては、当該引当金を控除しています。

(*2) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につい

　   ては、（　）で示しています。
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a 個別銘柄の信用リスクを反映させるため、参照可能なマーケット情報より、金融市場が想

定する当該発行体の倒産確率を算定し、その倒産確率と債務履行順位別の期待回収率より

推計した将来キャッシュ・フローを、無リスク金利で割り引くことで現在価値を算定する

方法。 

なお、コール条項が付されている場合、オプションの価値を考慮しています。 

b 取引金融機関または情報ベンダーから提供された価格に基づき算定する方法。 

 

   なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、非上場株式であり、当期末にお

ける貸借対照表計上額は 10,843百万円（うち子会社株式 10,583百万円）です。 

 

保有目的ごとの有価証券の時価等に関する状況は以下のとおりです。 

 

 

 

満期保有目的の債券について、当期中の売却はありません。 

 

従来、満期保有目的の債券に区分していた外国証券（額面金額 20,000百万円）について、債

券発行者の信用状態が著しく悪化したために、その他有価証券に変更しています。この変更に

伴い、貸借対照表上の外国証券が 5,034百万円減少、繰延税金負債が 1,409百万円減少、その

他有価証券評価差額金が 3,624百万円減少しています。 

 

 

 

 

責任準備金対応債券の当期中の売却額は 33,735百万円、売却益の合計額は 2,139百万円で

す。 

 

満期保有目的の債券 (単位：百万円）

種類 貸借対照表計上額 時価 差額

(1)公社債 2,474,864          3,121,438          646,574            
(2)外国証券 485,777            558,789            73,011             

小計 2,960,642          3,680,227          719,585            
(1)公社債 -                  -                  -                  
(2)外国証券 225,000            201,087            △23,912           

小計 225,000            201,087            △23,912           

3,185,642          3,881,315          695,673            合計

 時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

 時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

責任準備金対応債券 (単位：百万円）

種類 貸借対照表計上額 時価 差額

(1)公社債 3,140,359          3,611,150          470,791            

(2)外国証券 113,000            116,929            3,929              

小計 3,253,359          3,728,080          474,720            

(1)公社債 62,860             61,715             △1,145            

(2)外国証券 423,774            376,118            △47,656           

小計 486,635            437,833            △48,801           

3,739,995          4,165,914          425,918            合計

 時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

 時価が貸借対照表
計上額を超えないもの
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その他有価証券の当期中の売却額は 374,553百万円、売却益の合計額は 14,509百万円、売却

損の合計額は 2,487百万円です。 

 

また、有価証券の減損処理を実施し、13,517 百万円の有価証券評価損を計上しています。 

 

④ 貸付金 

a   保険約款貸付 

保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設け

ておらず、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想

定されるため、帳簿価額を時価としています。                             

b 一般貸付 

企業向け貸付金の時価の算定は、与信管理上の貸付先の信用リスクに応じ、以下のいずれ

かの方法により算定しています。 

・債務者ごとの信用リスクを反映させるため、参照可能なマーケット情報より、金融市場

が想定する当該債務者の倒産確率を算定し、その倒産確率と債務履行順位別の期待回収

率より推計した将来キャッシュ・フローを、無リスク金利で割り引くことで現在価値を

算定する方法。 

なお、繰上弁済条項が付されている場合、オプションの価値を考慮しています。 

・取引金融機関または情報ベンダーから提供された価格に基づき算定する方法。 

 

      従業員及び代理店向けの貸付金は、金利条件等から時価は帳簿価額と近似しているものと想

定されるため、帳簿価額を時価としています。  

 

⑤ 金融商品等差入担保金 

金融商品等差入担保金はすべて短期であり、時価は帳簿価額と近似しているものと想定される

ため、帳簿価額を時価としています。 

 

その他有価証券で時価のあるもの (単位：百万円）

種類 取得原価又は償却原価 貸借対照表計上額 差額

 (1)現金及び預貯金
　（譲渡性預金）

1,988              1,989              0

(2)公社債 372,599            429,122            56,522             
(3)株式 12,654             15,601             2,947              

(4)外国証券 1,861,028          2,082,447          221,418            

(5)買入金銭債権 -                  -                  -                  

(6)その他の証券 -                  -                  -                  

小計 2,248,271          2,529,161          280,889            

 (1)現金及び預貯金
　（譲渡性預金）

-                  -                  -                  

(2)公社債 51,659             50,539             △1,120            
(3)株式 34,929             29,381             △5,547            

(4)外国証券 1,712,579          1,585,295          △127,283          

(5)買入金銭債権 56,809             46,132             △10,676           

(6)その他の証券 10,030             9,815              △214              

小計 1,866,008          1,721,165          △144,842          

4,114,279          4,250,327          136,047            合計

 貸借対照表計上額が
取得原価又は償却原価

を超えるもの

 貸借対照表計上額が
取得原価又は償却原価

を超えないもの
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 負 債 
 

① 社債 

社債は、市場価格に基づいています。 

 

② 借入金 

借入金は、金利条件等から時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を

時価としています。 

 

③ 債券貸借取引受入担保金及び金融商品等受入担保金 

取引はすべて短期であり、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を

時価としています。 

 

 デリバティブ取引 
 

① ヘッジ会計が適用されていないもの 

a   通貨関連 

 

 

b   金利関連 

 

  

(単位：百万円)

うち1年超
為替予約取引　買建

　 （米ドル） 620,817      363,216      18,786       18,786       
為替予約取引　売建
（米ドル） 620,817      363,216      △ 29,776    △ 29,776    
通貨オプション取引　買建　コール

982,517      －
　 (159) (－)

－           －           △ 10,109    △ 10,109    
(*1)(　)には、貸借対照表に計上したオプション料（単位：百万円）を記載しています。
(*2) 時価の算定方法は、市場価格に準ずるものとして、自社において合理的に算定された価額によっています。
(*3)「評価損益」欄には、時価を記載しています。

合計

市場取引以外
の取引

（米ドル） 880          880          

区分 取引の種類
契約額等(*1)

時価(*2) 評価損益(*3)

(単位：百万円)

うち1年超
金利スワップ
固定金利受取／変動金利支払 217,660      -            2,012 2,012

（米ドル） 217,660      －           2,012        2,012        

金利スワップション取引　買建
固定金利支払／変動金利受取 768          －           

（米ドル） (1) (－)

－           －           2,012        2,012        
(*1)(　)には、貸借対照表に計上したオプション料（単位：百万円）を記載しています。
(*2)  時価の算定方法は、市場価格に準ずるものとして、自社において合理的に算定された価額によっています。
(*3)「評価損益」欄には、時価を記載しています。

合計

区分 取引の種類
契約額等(*1)

時価(*2) 評価損益(*3)

市場取引以外

の取引

0 0
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② ヘッジ会計が適用されているもの 

a   通貨関連 

 

 

b  金利関連 

 

 

 

主な金銭債権債務及び満期がある有価証券の決算日後の返済・償還予定額は以下のとおりです。  

 

 

    

(単位：百万円)

うち1年超
為替予約取引　売建

外貨建

その他有価証券
994,477      67,801       △ 14,698    

通貨オプション取引　買建　プット
982,517      －

(668) (－)
通貨オプション取引　売建　コール

982,517      －
(△668) (－)

－           －           △ 15,902    
(*1)(　)には、貸借対照表に計上したオプション料（単位：百万円）を記載しています。
(*2)時価の算定方法は、市場価格に準ずるものとして、自社において合理的に算定された価額によっています。

合計

ヘッジ会計の

方法
取引の種類

主なヘッジ

対象

契約額等(*1)
時価(*2)

時価ヘッジ
（米ドル）

外貨建

その他有価証券
1,362        

（米ドル）
外貨建

その他有価証券
△ 2,566     

（米ドル）

(単位：百万円)

うち1年超

金利スワップション取引　買建

固定金利支払／変動金利受取 26,439 －           

　 （米ドル） (37) (－)

－           －           0            

(*1)(　)には、貸借対照表に計上したオプション料（単位：百万円）を記載しています。

(*2) 時価の算定方法は、市場価格に準ずるものとして、自社において合理的に算定された価額によっています。

合計

0

ヘッジ会計の

方法
取引の種類

主なヘッジ

対象

契約額等(*1)
時価(*2)

時価ヘッジ  外貨建

その他有価証券

主な金銭債権債務及び満期がある有価証券の決算日後の返済・償還予定額

1年以内
1年超

5年以内
5年超

10年以内
 10年超（期間の定め
 のないものを含む）

(1)現金及び預貯金 113,501          －               －               －                 

(2)買入金銭債権
　　①その他有価証券 －               39,024           7,108            －                 

(3)有価証券
　　①満期保有目的の債券 5,000            155,331          44,108           2,981,201          
　　②責任準備金対応債券 －               46,562           165,224          3,528,208          
　　③その他有価証券 122,650          505,449          680,513          2,778,668          

小 計 127,650          707,343          889,846          9,288,078          
(4)貸付金
　　①一般貸付 19,000           14,000           264,508          527,369            

(5)金融商品等差入担保金 1,011            －               －               －                 

資産計 261,163          760,368          1,161,463        9,815,447          

(1)社債 －               －               －               30,000             

(2)借入金 3,000            1,000            －               －                 

(3)債券貸借取引受入担保金 295,422          －               －               －                 

(4)金融商品等受入担保金 4,488            －               －               －                 

負債計 302,911          1,000            －               30,000             

(単位：百万円）
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15. 貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、3ヵ月以上延滞債権及び貸付条件緩和債権の合計額は、

20,047百万円です。なお、それぞれの内訳は以下のとおりです。 

貸付金のうち、破綻先債権、及び貸付条件緩和債権はありません。延滞債権額は 20,033百万円、3

ヵ月以上延滞債権額は 14百万円です。 

 

破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却

を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40

年政令第 97号）第 96 条第 1項第 3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第 4号に規定する事由

が生じている貸付金です。 

 

延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金です。 

 

3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として 3ヵ月以上延

滞している貸付金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。 
 

貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行ったもので、破綻先債

権、延滞債権及び 3ヵ月以上延滞債権に該当しない貸付金です。 

 

16. 消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表計上額は、736,257 百万円です。 

 

17. 有形固定資産の減価償却累計額は、28,533百万円です。 

 

18. 関係会社に対する金銭債権の総額は 9,643百万円、金銭債務の総額は 6,022百万円です。 

 

19. 繰延税金資産の総額は、141,648百万円、繰延税金負債の総額は、39,300百万円です。繰延税金資

産のうち評価性引当金として控除した額は、1,248 百万円です。                   

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、保険契約準備金 66,458百万円、減価償却超過 27,695百

万円、価格変動準備金 17,945百万円、有価証券 16,787百万円です。 繰延税金負債の発生の主な原

因別内訳は、その他有価証券評価差額 38,093百万円です。 

 

20. 契約者配当準備金の異動状況は以下のとおりです。 

 

当期首現在高 194百万円 

当期契約者配当金支払額 24百万円 

利息による増加額 0百万円 

契約者配当準備金繰入額 △0百万円 

当期末現在高 170百万円 
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21. 関係会社の株式は 10,583百万円です。 

 

22. 保険業法施行規則第 71条第 1項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下「出再

責任準備金」という。）の金額は 336,967百万円です。 

 

23. 一株当たりの純資産額は、18,813円 76銭です。 

 

24. 売却又は担保という方法で自由に処分できる権利を有している資産は、消費貸借契約で借り入れて

いる有価証券であり、当期末に当該処分を行わず所有しているものの時価は 505百万円です。 

 

25. 負債の部の社債は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付社債

です。 

 

26. 保険業法第 259条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当期末における当社の今後の負

担見積額は、26,890百万円です。 

なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しています。 

 

27. 退職給付に関する事項は以下のとおりです。 

（1）採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けています。 

 

（2）確定給付制度 

①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務 43,299百万円 

勤務費用 2,559百万円 

利息費用 324百万円 

数理計算上の差異の当期発生額 △1,841百万円 

退職給付の支払額 △749 百万円 

過去勤務費用の当期発生額 ― 

期末における退職給付債務 43,592百万円 

 

②年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

期首における年金資産 33,393百万円 

期待運用収益 667百万円 

数理計算上の差異の当期発生額 △787 百万円 

事業主からの拠出額 3,745百万円 

退職給付の支払額 △749 百万円 

期末における年金資産 36,269百万円 
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③退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調

整表 

積立型制度の退職給付債務 43,592百万円 

年金資産 △36,269 百万円 

未認識債務残高 △4,569 百万円 

退職給付引当金 2,753百万円 

 

なお、執行役員等に対する役員退職給付引当金の当期末の残高は、3,932百万円です。 

 

④退職給付に関連する損益 

勤務費用 2,559百万円 

利息費用 324百万円 

期待運用収益 △667 百万円 

数理計算上の差異の当期の費用処理額 823百万円 

過去勤務費用の当期の費用処理額 ― 

確定給付制度に係る退職給付費用 3,039百万円 

 

⑤年金資産の主な内訳 

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、以下のとおりです。 

債券 69％ 

株式 21％ 

現金及び預金 0％ 

その他 10％ 

合計 100％ 

 

⑥長期期待運用収益率の設定方法 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年

金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮していま

す。 

 

⑦数理計算上の計算基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎は以下のとおりです。 

割引率 0.75％ 

長期期待運用収益率 2.00％ 
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  2019年 4月 1日から
  　     2019年度 損益計算書

  2020年 3月31日まで
（単位：百万円）

科　　　　　　　　　　目 金　　　額

経　　　常　　　収　　　益 1,751,678

1,412,913

1,365,719

47,193

337,342

314,368

預 貯 金 利 息 278

有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金 274,425

貸 付 金 利 息 34,616

そ の 他 利 息 配 当 金 5,047

16,649

834

5,015

475

1,421

776

645

経　　　常　　　費　　　用 1,466,558

807,879

79,222

45,332

424,570

194,475

3,871

60,406

230,677

8,562

222,114

0

63,567

1,508

2,487

13,517

83

39,590

5,142

1,236

334,055

30,378

26,141

4,237

経　　　常　　　利　　　益 285,119

特　　　別　　　利　　　益 － 

特　　　別　　　損　　　失 4,910

50

4,860

△ 0

280,209

85,987

△ 6,410

79,576

200,632

契 約 者 配 当 準 備 金 繰 入 額

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 及 び 住 民 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

固 定 資 産 等 処 分 損

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

減 価 償 却 費

そ の 他 運 用 費 用

事 業 費

そ の 他 経 常 費 用

税 金

有 価 証 券 評 価 損

有 価 証 券 償 還 損

為 替 差 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

資 産 運 用 費 用

支 払 利 息

有 価 証 券 売 却 損

そ の 他 返 戻 金

再 保 険 料

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

支 払 備 金 繰 入 額

責 任 準 備 金 繰 入 額

契 約 者 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額

そ の 他 の 経 常 収 益

保 険 金 等 支 払 金

保 険 金

年 金

給 付 金

解 約 返 戻 金

そ の 他 運 用 収 益

そ の 他 経 常 収 益

退 職 給 付 金 戻 入 額

有 価 証 券 売 却 益

有 価 証 券 償 還 益

金 融 派 生 商 品 収 益

保 険 料 等 収 入

保 険 料

再 保 険 収 入

資 産 運 用 収 益

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入
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（損益計算書の注記） 

 

1. 関係会社との取引による収益の総額は 81百万円、費用の総額は 24,963百万円です。 

 

2. 有価証券売却益の内訳は、国債等債券 3,925百万円、株式等 1,676百万円、外国証券 11,047百万円

です。 

 

3. 有価証券売却損の内訳は、株式等 1,333百万円、外国証券 1,154百万円です。 

 

4. 有価証券評価損の内訳は、株式等 4,735百万円、外国証券 8,781百万円です。 

 

5. 責任準備金繰入額の計算上、差し引かれた出再責任準備金繰入額は、4,152百万円です。 

 

6. 金融派生商品収益には、評価益が 314百万円含まれています。 

 

7. 1 株当たりの当期純利益は 5,451円 15銭です。 

 




